
東北、神戸、中越、海外から熊本へ

復興経験と知見をつなげる助成・研修事業 、熊本で2/17開講

政府、経済界、NGOの連携によって2000年に設立された緊急人道支援組織、ジャパン・プラットフォーム
（東京都千代田区／以下、JPF）は2月17日、熊本県内で被災地支援に取り組む団体（非営利）を対象とし
た助成・研修事業を熊本市内で開始します。

東日本や神戸などで大規模自然災害を経験した講師が、復興課題解決の知見や経験、知っておくべき
知識を熊本の方々と共有し、熊本が地域の力で復興することを目指します。研修内容には、これまで46の
国と地域で1200以上の支援事業を展開してきたJPFによる、災害支援の国際基準からみえる国内支援現
場の課題や災害弱者に対する視点などの共有も含みます。さらに、参加団体に平時からのネットワーク
作りの機会も提供します。

今回の事業は、熊本地震発生直後より支援を続けてきたJPFが、これまでの国内・海外での支援経験
から予測できる復興フェーズにおける課題に対応するために2016年9月に掲げた支援戦略「地域力強化」
※１の第一弾施策となります。
また本事業は、JPFが公益財団法人地域創造基金さなぶり（宮城県仙台市）に業務委託して実施します。

■事業背景
• 震災から9ヵ月経ち、熊本の被災地では新たな課題（震災関連死の予防など）が予測される
• 熊本県の本格的復興には、外部支援型から地元主導型へと復興主体をシフトすることが求められる
• 一方で、課題対応および復興をけん引する、地元の人材や中間支援組織が求められている
• 過去の国内各地での大規模自然災害対応従事者および当事者に知見が蓄積されている

■事業のポイント
• 国内や海外で災害対応や復興支援の経験を持つ講師からその知見を共有する
• 復興過程のフェーズごとに起こりうる課題を予測し、的確にとらえた対応を学ぶ
• 過去の国内被災地を視察し、復興従事者と意見交換をする
• 参加者同士が情報・意見交換をできる場とし、ネットワーク作りや支援のすそ野拡大も目的とする

■事業の仕組み
• 本研修事業は「集合講座」と過去の被災地視察を含む「活動研修（助成事業）」の2段階構成
• 助成審査を通過した各25団体に、活動研修の際の交通費・活動費として原則85万円を助成
• 本事業の財源は、熊本地震後に企業や個人からJPFに寄せられた支援金のうち約4,600万円を充当

集合講座 2月17日開講～3月3日

 対象者：
非営利のNPO、自治会等の団体、行政職員、NGOなどで熊本の支援活
動に従事する、または従事したいと考え、今後も熊本の復興支援に携わ
る意思がある方（要事前申し込み／無料）

 講座内容と講師： 詳細は※２参照
・受講者は、任意で受講講座を選択
・国内の被災地での復興に携わり知見を持つ方（ダイバーシティ研究所、
みやぎ連携復興センターなど）、海外で支援経験を持つJPF等が講師と
なり、復興過程における課題解決の方法や基礎知識、知見を共有。

 開講日
2/17（金）10時 ＠ユースピア熊本（熊本県青年会館）
◎10時～11時は「“復興”とは何か」をテーマに、野崎隆一氏（神戸まちづ
くり研究所）、田村太郎氏（ダイバーシティ研究所代表理事／復興庁復
興推進参与）、菅野拓氏（人と防災未来センター）がオープニングセッ
ションを開催。冒頭では本事業責任者が概要をお話します（約5分）。

 申込み方法
講座前日までにJPFサイトでお申込みください。詳細も随時公開します。
http://www.japanplatform.org/

活動研修（助成事業）に
参加する団体の選考 4月
 参加団体による申請
 書類選考において「集合講

座」受講者は加点

活動研修（助成事業）
5月～6月

 選考を通過した団体が対象
 活動研修（助成事業）は主に

以下の３つで構成
・神戸,東北,中越などの被災地を
視察し、復興従事者にヒアリング
・視察前後に座学＆ワークショッ
プ形式の研修を実施
・研修内容を生かした事業計画作
成のフォロー

2017年2月2日

報道関係者各位 特定非営利活動法人ジャパン・プラットフォーム

公益財団法人 地域創造基金さなぶり

◎2/17のオープニングセッションはメディアの方もぜひご清聴ください。



※１ JPF 熊本復興支援戦略「地域力強化」

地元主導の生活再建を支える
人材育成

• 地元NPOへの小口助成
• 個別の能力強化
• ネットワーク構築

人材を支える基盤整備

• 支援関係者をとりまとめる
中間支援団体の発掘

• たちあげ時の資金提供
• 組織基盤強化(ノウハウ提

供）

■ジャパン・プラットフォーム（JPF）について

日本の緊急人道支援の新しいしくみとして2000年に誕生。NGO・経済界・政府などが対等なパートナーシップのもとに連携し、迅速かつ効率的

に国内外の緊急支援を実施できるよう、日本のJPF加盟NGOをさまざまな形でサポートしている。現在（2017年1月時点）46のJPF加盟NGOは、

それぞれの得意分野を生かして支援事業にあたる。設立以来、総額400億円、約1200事業、46の国・地域での支援実績、企業とNGOの協業

の促進、しっかりとした活動報告により信頼を築いてきた。民間から総額70億円以上が寄せられた東日本大震災支援では、被災県の地域連

携・中間支援組織とともに地元NGOをサポートし、復興への体制整備に貢献している。2016年の熊本地震の際には、民間より約5億690万円

の寄付が寄せられ、加盟NGO、現地団体、行政、企業との連携調整により支援を実施してきた。

■公益財団法人地域創造基金さなぶりについて

2011年3月11日に発生した東日本大震災に関連して、復興支援と地域の活性化を図るために、市民の寄付によって設立された公益財団法人。

岩手県、宮城県、福島県の非営利組織が行う復興支援活動と、新たな事業を起こす企業に関する２つの領域に関して、総額約16億円の支援

決定を行っている。JPFとは、東日本大震災の支援において、地元を主体とした復興支援を推し進めるために連携し、業務を担っている。

▼本プレスリリースに関するお問い合わせ先

特定非営利活動法人ジャパン･プラットフォーム

広報：高杉、前田

TEL：03-6261-4750 FAX：03-6261-4753

〒102-0083 東京都千代田区麹町3-6-5 麹町GN安田ビル 4F

Webサイト：www.japanplatform.org

E-mail：info@japanplatform.org

※２ 集合講座内容と講師（一部）

その他の講座内容は、ジャパン・プラットフォームのウェブサイトで随時公開していきます。http://www.japanplatform.org/

第2フェーズ 復興期第1フェーズ 緊急対応期

2016年4月14日 2016年10月16日～
● ●

＜主な支援＞
緊急シェルター、
生活必需品の配布、
炊き出し、医療など

＜主な支援＞
子どもや障がい者等の災害弱者への
避難所運営、災害ボランティアセン
ター運営サポート、がれき撤去など

＜主な支援＞
生活再建のための物資
支援、
仮設の見守り支援など

講座内容 ※正式名は多少変更することがあります 講師 日時 場所 定員

「復興」とは何か
野崎隆一氏（神戸まちづくり研究所）
菅野拓氏（人と防災未来センター）
田村太郎氏（ダイバーシティ研究所）

２月17日（金）
10時～11時

ユースピア熊本
（熊本県青年会館）

80人

復興を支える財源と法制度 菅野拓氏（人と防災未来センター）
２月17日（金）
11時～12時30分

復興まちづくりと合意形成
野崎隆一氏（神戸まちづくり研究所） ２月17日（金）

13時30分～15時

復興支援の全体像
田村太郎氏 （ダイバーシティ研究所
代表理事／復興庁復興推進参与）

２月17日（金）
15時30分～17時

被災者といきがい・しごとづくり
中村順子氏 （コミュニティ・サポート
センター神戸）

２月18日（土）
10時～11時30分 熊本県総合福祉

センター
復興における中間支援組織の役割

石塚直樹氏
（みやぎ連携復興センター）

２月18日（土）
13時～14時30分

国際基準でみえてくる支援現場の課題 柴田裕子（JFP海外事業部長） ２月20日（月）時間調整中 熊本市国際交流会館

地域力強化

▼本研修に関する一般の方からのお問い合わせ先

公益財団法人地域創造基金さなぶり

熊本支援プロジェクト事務局 ： 鈴木、宮本

TEL： 022-748-7283 FAX： 022-748-7284

〒980-0804 仙台市青葉区大町 1-2-23 桜大町ビル 303

Webサイト：http://www.sanaburifund.org/

E-mail ： kt-pro@sanaburifund.org

JPFは、16の加盟NGO・24事業へ助成と
初動調査・モニタリング・連携調整を実施

http://www.japanplatform.org/
mailto:info@japanplatform.org
http://www.japanplatform.org/
http://www.sanaburifund.org/
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